
届出者等（土地所有者） 市　長　等 地方公共団体等 豊川市
事務処理要領

　
用地取得計画
年度当初に当該年度分を提出
変更があれば遅滞なく提出

豊川市にあっては関係部局から財産
管理課長へ
県分は県都市計画課がとりまとめ

第２条

届出書等　１部提出 　 受理（位置図、公図、登記事項）
文書処理台帳（様式第１）記入

第３条～
　　第５条

（受理書交付の請求） ← （受理書（様式第２）交付） 第５条第２項

通知があるまで又は３週間の
土地譲渡制限（法第8条第3号）

用地取得計画と照合

買取り希望照会(様式第３)
豊川市関係部局へは財産管理課長で

　 買取り希望の有無
豊川市にあっては関係部局

第６条

（取得計画に照らし省略が可）

買取り希望の有無受領 　
　希望公共団体等名
　買い取りの目的

第７条

　　届出等から３週間以内に通知
　　　（法第６条第１、２項）

通知書(様式第4の1) 　
（買取希望あり）

買取協議団体等決定
　 通知書(様式第4の2) 第８条第１項

（受理番号、所在地） （受理番号、所在地等）
  　３週間又は希望無の通知があ
るまで買取協議団体等以外への
土地譲渡制限　(法第8条第1号)

　
（買取希望なし、法第６条第３項）

希望無の通知(様式第5の1）
第８条第２項

　

買取り協議 第１０条

　公示価格を規準として買い取り価
格の算定（法第７条）

協議成立・不成立

報告書（様式第６）受領 　
買取り協議報告

豊川市にあっては関係部局から
財産管理課長へ

第１１条

文書処理台帳（様式第１）の完結

用地台帳（様式第７）作成
土地の管理（法第9条第2項）

第１２条

　

実施状況報告書
（年度分を翌年度４月末までに）

第１３条

県都市計画課から
照会あり

県都市基盤部長

届出書等の保管 第９条

　法第８条期間の経過後１年

協議成立により土地買上げ
となった場合、租税特別措
置法による譲渡所得特別控
除(上限1,500万円)が適用

公有地の拡大の推進に関する法律第２章に係る事務処理フロー図

・土地有償譲渡届出(法第4条)：民間での有償譲渡の事前届出対象

　　都市計画決定内200㎡・市街化区域5,000㎡

・土地買取希望申出(法第5条)：地方公共団体等に買取を希望
　　100㎡以上

（法施行規則上、正副各１部とあるが必要部数は正１部）


